
資料４－２

江の川下流土地利用一体型水防災事業（川平地区）



 

  

河川改修事業の再評価項目調書 
事 業 名 (箇所名) 江

ごう

の
の

川
かわ

下流土地利用一体型水防災事業（川平
かわひら

地区） 

実  施  箇  所 島根県江津市 

該  当  基  準 再評価実施後一定期間（3年）が経過している事業 

事  業  諸  元 宅地嵩上げ：L=800ｍ 

事  業  期  間 平成13年度～平成32年度 

総 事 業 費 (億円) ４５ 残 事 業 費 (億円) １９ 

目 的 ・ 必 要 性 

＜解決すべき課題・背景＞ 

・川平地区は、江の川下流部(8K900～9K700左岸)に位置し、昭和４７年７月洪水では地区

全体の58戸で浸水被害が発生。 

・近年（平成１８年７月洪水）において10戸の浸水被害が発生。 

・地盤高が計画高水位よりも低く流下能力が不足しており、治水事業が必要であるが、通

常の堤防方式では堤防延長が長くなるため、多くの費用と年数が必要となり、事業効果

の発現に時間を要す。また、堤防と背後の急峻な山に囲まれた窪地に家屋が挟まれるこ

とによる居住環境の悪化、田畑が著しく減少する等の弊害が発生する。 

 

＜達成すべき目標＞ 

・江津市による土地利用の調整と合わせて、土地利用一体型水防災事業により宅地嵩上げ

等を実施し、早期に治水安全度の向上を図る。 

便 益 の 主 な 根 拠 
年平均浸水軽減世帯数  ：5  世帯   

年平均浸水軽減面積   ：1.0 ha    

事 業 全 体 の 

投 資 効 率 性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

 全体事業 総便益 54 総費用 45 1.2 8 4.8% H28 

 残事業 総便益 47 総費用 17 2.8 30 11.6% H28 

感 度 分 析 

 残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10％ ～-10％） 2.5 ～ 3.1 1.1 ～ 1.2 

残 工 期（+10％ ～-10％） 2.7 ～ 2.9 1.2 ～ 1.2 

資  産（-10％ ～+10％） 2.5 ～ 3.1 1.1 ～ 1.3 

当面の段階的な整備（H29～H32）：B/C＝2.8 

事 業 の 効 果 等 

・戦後最大洪水（昭和47年7月洪水）と同規模の洪水が発生した場合でも、家屋の浸水

被害の防止が可能となる。 

・戦後最大洪水（昭和47年7月洪水）と同規模の洪水が発生した場合、想定死者数（避

難率40％）は3人と想定されるが、事業実施により解消される。同様に、電力停止に

よる影響人口は87人と想定されるが、事業実施により解消される。 

社会情勢等の変化 

＜地域状況＞ 

・江津市の人口は平成17年と比較し減少しており、高齢者率は上昇している。 

・江の川下流域治水期成同盟会から、川平地区の土地利用一体型水防災事業の促進につい

て要望されている。 

 

＜事業に関わる地域の人口、資産等の変化＞ 

【主要自治体（島根県江津市）指標】 

○人 口  ：0.93倍（25,697人／27,774人）     〈H22年数値／H17年数値〉 

 内高齢者率：1.06倍（33.2％／31.2％）      〈H22年数値／H17年数値〉 

○世 帯 数 ：0.96倍（10,320世帯／10,769世帯）  〈H22年数値／H17年数値〉 

○事 業 所 ：0.93倍（1,332事業所／1,440事業所）〈H24年数値／H21年数値〉 

○従 業 者 ：0.87倍（9,474人／10,852人）    〈H24年数値／H21年数値〉 

（出典） 人口、世帯数：国勢調査（H17年、H22年） 
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     事業所：経済センサス（H21年、H24年） 

事 業 の 進 捗 状 況 ・３ブロックのうち２ブロックが完成し、引き続き残ブロックの整備を進めていく予定。

事業の進捗の見込み 
・治水事業の促進への強い要望があること、江津市と事業対象者の間で家屋移転後の区画

整理の調整が進んでいること等を踏まえ、今後の着実な事業進捗が見込まれる。 

コスト縮減や代替案

立案等の可能性 

・島根県企業局が実施する江津地域拠点工業団地の開発により発生する残土を川平地区の

土地利用一体型水防災事業の築堤盛土に再利用しコスト縮減を図る。 
・代替案として、通常の堤防方式と比較しても土地利用一体型水防災事業の事業費が安価

である。 

対 応 方 針(原案) 継続 

対 応 方 針 理 由 

・治水安全度向上の必要性、費用対効果、地元の協力等を鑑み、継続が妥当である。 

・今後事業実施にあたっては、関係機関との調整によりコスト縮減に引き続き取り組みつ

つ、効率的に事業を継続する。 

そ の 他 － 
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年
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説
明

の
進

め
方

②
江

の
川

流
域

の
概

要
、

過
去

の
洪

水
被

害
と

治
水

事
業

、
土

地
利

用
一

体
型

水
防

災
事

業
の

概
要

③
川

平
地

区
の

概
要

、
事

業
概

要
及

び
進

捗
状

況

⑥
残

事
業

【
H
2
9
 
～

H
3
2
 
】

・
便

益
の

算
出

方
法

、
費

用
便

益
比

（
Ｂ

／
Ｃ

）
算

出
、

事
業

効
果

④
事

業
の

費
用

対
効

果
分

析

⑤
全

体
事

業
【

H
1
3
 
～

H
3
2
 
】

・
便

益
の

算
出

方
法

、
費

用
便

益
比

（
Ｂ

／
Ｃ

）
算

出
、

事
業

効
果

①
今

後
の

対
応

方
針

（
原

案
）
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今
後

の
対

応
方

針
（
原

案
）

1
）

事
業

を
巡

る
社

会
情

勢
等

の
変

化

○
江
津
市
の
人
口
は
平
成
17
年
と
比
較
し
減
少
し
て
お
り
、
高
齢
者
率
は
上
昇
し
て
い
る
。

○
江

の
川
下

流
域

治
水

期
成

同
盟

会
に

よ
り
、
川
平
地
区
の
土
地
利
用
一
体
型
水
防
災
事
業
の
促
進
に
つ
い
て
要

望
さ

れ
て

い
る

。

2
）

事
業

の
投

資
効

果

○
費

用
便
益

比
全

体
事
業

（
Ｂ

／
Ｃ

）
１
．
２

残
事
業
（
Ｂ
／
Ｃ
）
２
．
８

○
事
業
の
実
施
に
よ
り
、
昭
和
47
年
7月

洪
水
（
年
超
過
確
率
1/
40
程
度
）
と
同
規
模
の
洪
水
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
も
、
家
屋
の
浸
水
被
害
を
防
止
で
き

る
。

3
）

事
業

の
進

捗
状

況

○
３

ブ
ロ
ッ

ク
の

う
ち

２
ブ

ロ
ッ

ク
が

完
成
し
、
引
き
続
き
残
ブ
ロ
ッ
ク
の
整
備
を
進
め
て
い
く
予
定
。

②
事
業
の
進
捗
の
見
込
み

○
治

水
事
業

の
促

進
へ

の
強

い
要

望
が

あ
る
こ
と
、
江
津
市
と
事
業
対
象
者
の
間
で
家
屋
移
転
後
の
区
画
整
理
の

調
整

が
進

ん
で

い
る

こ
と

等
を

踏
ま

え
、

今
後

の
着

実
な

事
業

進
捗
が

見
込

ま
れ

る
。

上
記
よ
り
、
川
平
地
区
の
治
水
安
全
度
向
上
の
た
め
事
業
継
続
が
妥
当
。

○
治
水
安
全
度
向
上
の
必
要
性
、
費
用
対
効
果
、
地
元
の
協
力
等
を
鑑
み
、
継
続
が
妥
当
で
あ
る
。

○
今
後
事
業
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、
関
係
機
関
と
の
調
整
に
よ
り
コ
ス
ト
縮
減
に
引
き
続
き
取
り
組
み
つ
つ
、
効
率
的
に
事
業
を
継
続
す
る
。

○
島

根
県
知

事
の

回
答

：
妥

当
で

あ
る

。

③
コ
ス
ト
縮
減
や
代
替
案
立
案
等
の
可
能
性

【
今

後
の

対
応

方
針

（
原

案
）

】

○
島

根
県
企

業
局

が
実

施
す

る
江

津
地

域
拠
点
工
業
団
地
の
開
発
に
よ
り
発
生
す
る
残
土
を
、
川
平
地
区
の

土
地

利
用

一
体

型
水

防
災

事
業

の
築

堤
盛

土
に

再
利

用
し

コ
ス

ト
縮

減
を
図

る
。

○
代

替
案
と

し
て

、
通

常
の

堤
防

方
式

と
比
較
し
て
も
土
地
利
用
一
体
型
水
防
災
事
業
の
事
業
費
が
安
価
で

あ
る

。

①
事
業
の
必

要
性
等
の
視
点

１
.
再

評
価

の
視

点

２
.
県

へ
の

意
見

照
会

結
果
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江
の

川
流

域
の

概
要

■
江

の
川

流
域

の
諸

元
江
の
川
は
、
広
島
県
北
広
島
町
阿
佐
山
に
源
を
発
し
、
三
次
市
に

お
い
て
馬
洗
川
、
西
城
川
、
神
野
瀬
川
を
三
方
よ
り
合
流
し
、
山
間

狭
隘
部
を
流
れ
、
河
口
の
江
津
市
街
地
を
貫
流
し
日
本
海
に
注
ぐ
、

流
域
面
積
3,
90
0k
m
2
、
幹
川
流
路
延
長
19
4k
mの

中
国
地
方
最
大
の
一

級
河
川
で
、
「
中
国
太
郎
」
の
別
名
を
持
つ
。

◎
流
域
面
積

：
３
，
９
０
０
ｋ
ｍ

2

◎
幹
川
流
路
延
長
：

１
９
４
ｋ
ｍ

◎
山
地
面
積
比
率
：

約
９
２
％

◎
関
係
市
町
村

：
８
市
７
町

（
島
根
県
：
江
津
市
、
川
本
町
、
美
郷
町
、
邑
南
町

他
）

（
広
島
県
：
三
次
市
、
安
芸
高
田
市

他
）

◎
流
域
内
人
口

：
約
１
８
．
４
万
人

（
河
川
現
況
調
査
（
第
9回

H1
7基

準
）
よ
り
）

江
の

川
水

系
河

川
整

備
基

本
方

針
（

H
1
9
.1

1
）

計
画

高
水

流
量

図

あ
さ

や
ま

 

瀬
戸

内
海

 

広
島

県
 

島
根

県
 

岡
山

県
 

山
口

県
 

江
の

川
水

系
 

鳥
取

県
 

江
の

川
 

日
本

海
 

■
：

基
準

地
点

〇
：

主
要

な
地

点
単

位
：

m
3
/
s

■
：

基
準

地
点

〇
：

主
要

な
地

点
単

位
：

m
3
/
s

西
城

川

馬 洗 川

尾 関 山 ■

三
次

〇

〇
南

畑
敷

江
の

川
1
,
2
0
0

1
,
2
0
0

2
,
7
5
0

2
,
7
5
0

7
,
6
0
0

7
,
6
0
0

9
,
7
0
0

9
,
7
0
0

1
0
,
7
0
0

1
0
,
7
0
0

〇 川 本

〇 粟 屋

〇 吉 田

〇 河 口

■ 江 津

3,2003,200

2
,
6
0
0

2
,
6
0
0

基
本

高
水

の
ピ

ー
ク

流
量

1
4
,5
0
0
m

3
/
s

基
本

高
水

の
ピ

ー
ク

流
量

1
0
,2
0
0
m

3
/
s

ご
う

の
か
わ

み
よ
し

ば
せ
ん

さ
い

じ
ょ
う

ご
う

つか
ん

の
せ

西
城

川
流

域

6
2
7
km

2

馬
洗

川
流

域

6
9
9
km

2

江
の

川
上

流
部

流
域

6
8
6
km

2

江
の

川
流

域

川
平

地
区

－ 6 －



■
昭
和

47
年
7月

に
発
生

し
た

洪
水
で

は
、

堤
防
決

壊
が

2
箇

所
発

生
す

る
と

と
も

に
、

山
間

狭
隘

部
の

多
数

の
集

落
で

越
水

が
発

生
し

、
甚

大
な

被
害

が
生

じ
た

。

S5
8.
7洪

水
（
江
津
市
桜
江
町
）

S4
7.
7洪

水
（
江
津
市
桜
江
町
）

■
昭
和
２

０
年

９
月

洪
水

(台
風

)

江
津
地
点
推
定
流
量
：
約
7,
30
0m

3
/s

（
推

定
値

）

尾
関
山
地
点
推
定
流
量
：
約
5,
00
0m

3 /
s（

推
定
値
）

家
屋

浸
水
：
68
,5
36
棟
，
家
屋
損
壊
：
8,
18
3棟

■
昭

和
４

０
年

６
月

洪
水

(梅
雨

前
線

)

尾
関
山
地
点
流
量
：
約
4,
40
0m

3
/s

（
実
測
値

）

家
屋

浸
水
：
1,
00
6戸

，
家
屋
損
壊
：
8戸

■
昭

和
４

０
年

７
月

洪
水

(梅
雨

前
線

)

尾
関
山
地
点
流
量
：
約
4,
80
0m

3
/s

（
実
測
値

）

家
屋

浸
水
：
4,
58
6戸

，
家
屋
損
壊
：
10
0戸

■
昭

和
４

７
年

７
月

洪
水

(梅
雨

前
線

)

江
津
地
点
流
量
：
約
10
,2
00
m
3
/s

（
実
測
値
）

尾
関
山
地
点
流
量
：
約
6,
90
0m

3
/s

（
実
測
値

）

家
屋

浸
水
：
14
,0
63
戸
，
家
屋
損
壊
：
3,
96
0戸

■
昭

和
５

８
年

７
月

洪
水

(梅
雨

前
線

)

江
津
地
点
流
量
：
約
7,
50
0m

3 /
s

（
実
測
値
）

尾
関
山
地
点
流
量
：
約
4,
60
0m

3
/s

（
実
測

値
）

家
屋

浸
水
：
3,
51
7戸

，
家
屋
損
壊
：
20
6戸

■
平

成
２

２
年

７
月

豪
雨

（
梅

雨
前

線
）

江
津
地
点
流
量
：
約
5,
80
0m

3 /
s

（
実
測
値
）

尾
関
山
地
点
流
量
：
約
3,
70
0m

3
/s

（
実
測

値
）

家
屋

浸
水
：
57
戸
、
家
屋
損
壊
：
0戸

江
の

川
の

洪
水

被
害

と
治

水
事

業 ■
江

の
川

に
お

け
る

治
水

計
画

の
変

遷
昭
和
28
年
に
直
轄
河
川
改
修
に
着
手
。

計
画
高
水
流
量
：
5,
80
0m

3
/s
（
尾
関
山
）

昭
和

40
年
6月

洪
水
、
昭
和
40
年
7月

洪
水
等
の
大
洪
水
が
頻
発
し
,

昭
和
41

年
に
流
量

改
定

。
基
本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量
：
7,
60
0m

3
/s
，
計
画
高
水
流
量
：
5,
80
0m

3 /
s(
尾
関
山
)

（
土
師
ダ
ム
を
建
設

S4
9完

成
：
国
土
交
通
省
）

昭
和
41
年
に
既
定
計
画
を
踏
襲
し
一
級
河
川
に
指
定
。

度
重
な
る
洪
水
被
害
を
受
け
昭
和
48
年
に
流
量
改
定
。

基
本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量
：
14
,2
00
m
3
/s
，
計
画
高
水
流
量
：
10
,7
00
m
3
/s
(江

津
)

基
本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量
：
10
,2
00
m
3
/s
，
計
画
高
水
流
量
：
7,
60
0m

3 /
s(
尾
関
山
)

（
灰
塚
ダ
ム
を
建
設

H1
8完

成
：
国
土
交
通
省
）

平
成
9年

河
川
法
改
正
に
伴
い
、
平
成
19
年
11
月
に

『
江
の
川
水
系
河

川
整

備
基

本
方

針
』

を
策

定
。

基
本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量
：
14
,5
00
m
3
/s
，
計
画
高
水
流
量
：
10
,7
00
m
3
/s
（
江
津
）

基
本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量
：
10
,2
00
m
3
/s
，
計
画
高
水
流
量
：
7,
60
0m

3 /
s
（

尾
関
山

）

平
成
28
年
2月

に
『
江
の
川
水
系
河
川
整
備
計
画
』
を
策
定
。

主
な

洪
水

被
害

昭
和
20
年
9月

洪
水

昭
和
40
年
6月

洪
水

昭
和
40
年
7月

洪
水

昭
和
47
年
7月

洪
水

■
江
の

川
に

お
け

る
主

な
治

水
対

策
は

、
昭

和
49
年

に
土
師

ダ
ム

，
平

成
18

年
に

灰
塚

ダ
ム

が
完

成
し

、
近

年
で
は
、

平
成
21
年
に
尾
原
地
区
(川

本
町
)の

築
堤
事
業
、
平
成
23

年
に
近
原
地
区
(江

津
市
)の

土
地
利
用
一
体
型
水
防
災
事

業
が

完
了

し
た

。

S4
7.
7洪

水
実
績
浸
水
範
囲
（
江
津
市
街
地
）

S4
7.
7洪

水
実
績
浸
水
範
囲
（
三
次
市
街
地
）

上
記

流
量

の
実

測
値

は
各

観
測

所
で

の
H

-
Q

換
算

流
量

、
推

定
値

は
流

出
解

析
に

よ
る

計
算

流
量

を
示

す
。

×
：
堤

防
決

壊
箇

所

尾
原
地
区
の
築
堤
事
業

近
原
地
区
の
土
地
利
用

一
体
型
水
防
災
事
業

－ 7 －



土
地

利
用

一
体

型
水

防
災

事
業

の
概

要

【
山
間
部
を
流
れ
る
江
の
川
と
点
在
す
る
集
落
】

（
江
津
市
：
河
口
か
ら
20
k付

近
）

【
事
業
の
背
景
】

①
川

と
山

と
の

間
の

僅
か

な
平

地
に

集
落

が
点

在
。

→
治

水
対

策
必

要
箇

所
が

多
数

点
在

。

②
通

常
の

堤
防

方
式

の
改

修
で

は
、

堤
防

と
背

後
の

急
峻

な
山

に
囲

ま
れ

た
窪

地
に

家
屋

が
挟

ま
れ

る
。

→
居

住
環

境
の

悪
化

。

③
通

常
の

堤
防

方
式

で
は

堤
防

延
長

が
長

く
な

る
た

め
、

多
く

の
費

用
と

年
数

が
必

要
→

事
業

効
果

発
現

に
時

間
を

要
す

。

【
土
地
利
用
一
体
型
水

防
災
事
業
の
イ
メ
ー
ジ
図
】

江
の

川

対
象

地
区

に
お

い
て

、
想

定
す

る
洪

水
時

水
位

ま
で

宅
地

等
の

か
さ

上
げ

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
治

水
の

安
全

度
を

確
保

し
つ

つ
、

山
間

部
の

狭
い

土
地

の
有

効
利

用
を

図
る

。

現
状

洪
水

時

堤
防

必
要

敷
地

堤
防

必
要

敷
地

洪
水

時通
常

の
堤

防
方

式
土

地
利

用
一

体
型

水
防

災
事

業

点
在
す
る

集
落

点
在
す
る

集
落

点
在
す
る

集
落

点
在
す
る

集
落

点
在
す
る

集
落

２
0
.0
k

２
2
.0
k

２
3
.0
k

水
防

災

事
業

水
防

災
事

業
及

び

自
治

体
関

連
事

業

国
土

交
通

省

国
土

交
通

省
及

び
自

治
体

洪
水

時

－ 8 －



江
の

川
下

流
土

地
利

用
一

体
型

水
防

災
事

業
（
川

平
地

区
）
の

概
要

【
目
的
・
必
要
性
】

■
昭

和
４

７
年

７
月

洪
水

で
は

地
区

全
体

の
５

８
戸

で
浸

水
被

害
が

発
生

。
■

近
年

（
平

成
１

８
年

７
月

洪
水

等
）

に
お

い
て

も
浸

水
被

害
が

発
生

。
■

集
落

の
地

盤
高

が
計

画
高

水
位

よ
り

も
低

い
た

め
、

治
水

事
業

が
必

要
。

■
地

域
特

性
上

、
通

常
の

堤
防

方
式

で
は

堤
防

と
背

後
の

急
峻

な
山

に
囲

ま
れ

た
窪

地
に

家
屋

が
残

る
こ

と
に

よ
る

居
住

環
境

の
悪

化
や

、
田

畑
が

著
し

く
減

少
す

る
等

の
弊

害
が

発
生

す
る

。
ま

た
、

水
防

災
事

業
と

比
較

し
堤

防
延

長
が

長
く

な
る

た
め

多
く

の
費

用
と

事
業

効
果

発
現

に
時

間
を

要
す

。

江
の
川

S4
7浸

水
範

囲

過
去

の
出

水
に

お
け

る
被

災
状

況

災
害

名

被
害

備
考

欄
浸

水
家

屋
数

（
戸

）

昭
和

４
７

年
７

月
洪

水
5
8

床
下

床
上

不
明

昭
和

５
８

年
７

月
洪

水
3
2

床
下

床
上

不
明

平
成

１
１

年
６

月
洪

水
1
0

床
下

浸
水

平
成

１
８

年
７

月
洪

水
1
0

床
下

浸
水

対
応
策
と
し
て
、
土
地
利
用
一
体
型
水
防
災
事
業
を
実
施

※
浸

水
家

屋
数

は
川

平
地

区
の

み

川
平

地
区

（
江

津
市

）
江
の
川
左
岸
9
k
0
0
0
付
近

位
置

図

－ 9 －



J
R
三
江
線
 

こ
れ

ま
で

に
実

施
し

た
事

業
内

容

【
全

体
事

業
概

要
】

■
事

業
諸
元

Ｌ
=
８

０
０

ｍ
築

堤
・

盛
土

：
Ｖ

＝
９

２
千

ｍ
３

護
岸

：
Ａ

＝
７

．
９

千
ｍ

２

■
事

業
費

約
４

５
億

円
■

事
業

期
間

平
成

１
３

年
度

～
平

成
３

２
年

度
（

２
０

年
間

）

川
平

地
区

の
事

業
概

要
及

び
進

捗
状

況

江
の
川

A
ブ
ロ
ッ
ク

B
ブ
ロ
ッ
ク

C
ブ
ロ
ッ
ク

江
の
川

下
流

土
地

利
用

一
体

型
水

防
災

事
業

（
川

平
地

区
：
対

象
3
7
戸

）
L
=
8
0
0
m

川
平
地
区
平
面
図

平
成
2
7
年
度
完
成

JR
川

平
駅

写
真

【
写

真
】

事
業

進
捗

状
況

（
Ｂ
ブ
ロ
ッ
ク
）

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

Ａ
・
Ｂ

ブ
ロ

ッ
ク

宅
地

等
嵩

上
部

分

Ｃ
ブ

ロ
ッ

ク
宅

地
等

嵩
上

部
分

－ 10 －



用
地
取

得

工
事

用
地
取

得

埋
蔵
文
化
財
調
査

工
事

Ｃ
ブ
ロ
ッ
ク

H
２
８
年
度

時
点

H
3
2

H
２
５
年
度

時
点

年
度

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

A
B
ブ
ロ
ッ
ク

H
3
1

Ｃ
ブ
ロ
ッ
ク

Ｃ
ブ
ロ
ッ
ク

H
2
4 A
B
ブ
ロ
ッ
ク

A
B
ブ
ロ
ッ
ク

Ｃ
ブ
ロ
ッ
ク

H
3
0

A
B
ブ
ロ
ッ
ク

工
事

着
手

３
年

延
伸

事
業

期
間

延
伸

の
理

由

トレ
ン
チ
調
査

宅
地
造
成

市
道
整
備

■
用
地
補
償
手
続
き
の
長
期
化
、
埋
蔵
文
化
財
調
査
の
必
要
が
生
じ
た
た
め
Ｃ
ブ
ロ
ッ
ク
の
工
事
着
手
が
遅
れ
た
。
【
３
年
延
伸
】

■
江
津
市
が
実
施
す
る
関
連
施
設
整
備
事
業
と
調
整
を
図
り
、
Ｃ
ブ
ロ
ッ
ク
の
工
事
工
程
を
見
直
し
た
。
【
１
年
延
伸
】

上
記
理
由
に
伴
い
事
業
期
間
を
４
年
延
伸
し
、
事
業
完
了
年
度
を
平
成
３
２
年
度
と
す
る
こ
と
と
す
る
。

埋
蔵
文
化
財
調
査

江
津
市
関
連
施
設
整
備
事
業

見
直
し
工
程
表

１
年

延
伸

Ｃ
ブ
ロ
ッ
ク
（
補

償
手

続
き
１
年

延
伸

）

－ 11 －



事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

費
用

便
益

比
（

B
/
C
）

算
出

の
流

れ

確
率

規
模

毎
の

氾
濫

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

（
事

業
実

施
前

後
）

確
率

降
雨

規
模

毎
の

想
定

被
害

額
の

算
出

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

の
算

出

残
存

価
値

の
設

定

総
便

益
【

B
】

の
算

出

総
費

用
【

C
】

総
事

業
費

の
算

出

維
持

管
理

費
の

設
定

総
費

用
【

C
】

の
算

出

費
用

便
益

比
【

B
/
C
】

の
算

出

総
便

益
【

B
】

－ 12 －



0
.0

0

0
.1

0

0
.2

0

0
.3

0

0
.4

0

1
/3

1
/5

1
/1

0
1
/3

0
1
/5

0
1
/8

0
1
/1

0
0

年超過確率

0

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

1
/3

1
/5

1
/1

0
1
/3

0
1
/5

0
1
/8

0
1
/1

0
0

被害額(百万円)

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

■
計

画
規

模
（

年
超

過
確

率
1
/
1
0
0）

を
最

大
と

し
て

６
ケ

ー
ス

検
討

■
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
約

２
.
８

億
円

頻
度

少
な

い
頻

度
多

い

被
害

額
小

被
害

額
大（

単
位

：
百

万
円

）

①
便

益
の

算
出

方
法

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

被
害

軽
減

額
③

=①
-②

事
業
を
実
施

し
な
い
場
合

①

事
業
を
実
施

し
た
場
合

②

被
害
軽
減
額

（
①
-②

）

③

1/
3

0.
33
3

0
0

0
--
-

--
-

--
-

--
-

1/
5

0.
20
0

29
2

0
29
2

14
6

0.
13
3

19
19

1/
10

0.
10
0

1,
13
3

1
1,
13
2

71
2

0.
10
0

71
91

1/
30

0.
03
3

2,
45
5

3
2,
45
3

1,
79
2

0.
06
7

11
9

21
0

1/
50

0.
02
0

3,
02
6

3
3,
02
3

2,
73
8

0.
01
3

37
24
7

1/
80

0.
01
3

3,
36
3

14
3,
35
0

3,
18
6

0.
00
8

24
27
1

1/
10
0

0.
01
0

3,
56
5

13
5

3,
43
0

3,
39
0

0.
00
3

8
27
9

年
平
均
被
害
額

④
×
⑤

年
平
均
被
害
額
の
累
計

＝
年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額

被
害
額

区
間
平
均

被
害
額

④

区
間
確
率

⑤
年
超
過
確
率

－ 13 －



1
,
0
0
0

8
0
0

6
0
0

4
0
0

2
0
00

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,
0
0
0

H
1
3

H
1
8

H
2
3

H
2
8

H
3
3

H
3
8

H
4
3

H
4
8

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
7
3

H
7
8

便
益
（
各

年
度
価

格
）

建
設
費
（

各
年
度

価
格
）

維
持
管
理

費
（
各

年
度
価

格
）

便
益
（
現

在
価
値

化
）

建
設
費
（

現
在
価

値
化
）

維
持
管
理

費
（
現

在
価
値

化
）

便益（B）
（年平均被害軽減期待額）

費用（C）
（建設費+維持管理費）（

百
万
円

）
整
備
期
間
(
2
0
年
)

完
成
後
の

評
価
期

間
(
5
0
年

)

210

維
持
管
理

費

維
持
管
理

費
（
現

在
価
値

化
）

費用（C）
（維持管理費）

（
百
万
円

）

維
持
管
理
費
拡
大
図

■
便
益
の
整
理

・
①
で
算
出
し
た
評
価
期
間
中
に
発
現
す
る

便
益
を
、
社
会
的
割
引
率
(
４
％
)
で
割
り
引
い
た
上
で
集
計

・
評
価
期
間
後
に
生
じ
る
残
存
価
値
を
算
定

■
費
用
の
整
理

・
平
成
2
8
年
度
を
評
価
基
準
年
度
と
し
て
、

既
投
資
額
に
つ
い
て
は
デ
フ
レ
ー
タ
及
び
社
会
的
割
引
率
(
４
％
)
で

割
り
増
し
に
よ
っ
て
現
在
価
値
化
し
、
今

後
見
込
ま
れ
る
事
業
費
、
維
持
管
理
費
に
つ
い
て
は

社
会

的

割
引

率
（
４

％
）
に

よ
っ

て
割

り
引

い
た

上
で

集
計

②
費

用
便

益
比

（
Ｂ

／
Ｃ

）
の

算
出

全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

評
価
基
準
年
度
:
H
2
8

項
　

目
全

体
事

業

便
益

(B
1
)

5
4
億

円

残
存

価
値

(B
2
)

0
.2

億
円

総
便

益
(B

=
B

1
+
B

2
)

5
4
億

円

建
設

費
(C

1
)

4
5
億

円

維
持

管
理

費
(C

2
)

0
.2

億
円

総
費

用
(C

=
C

1
+
C

2
)

4
5
億

円

便
益

費
(B

/
C

)
1
.2
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全
体

事
業

の
費

用
対

効
果

分
析

■
事
業
の
実
施
に
よ
り
、
昭
和
4
7
年
7
月
洪
水

（
年
超
過
確
率
1
/
4
0
程
度
）
と
同
規
模
の
洪
水
が
発
生
し
た
場
合
で
も
、
家
屋
の
浸
水
被
害
を
防
止
で
き
る
。

③
事

業
の

効
果

●
事

業
実

施
後

●
事

業
実

施
前

S
4
7
.7

規
模

(年
超

過
確

率
1
/
4
0
程

度
)の

洪
水

が
発

生
し

た
場

合項
目

土
地
利
用
一
体
型
水
防
災
事
業

軽
減
分

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

被 害 状 況

床
上
浸
水

3
7
戸

0
戸

3
7
戸

床
下
浸
水

0
戸

0
戸

0
戸

浸
水
面
積

5
h
a

0
h
a

5
h
a

：
事

業
範

囲

江
の

川
江

の
川

：
事

業
範

囲

－ 15 －



0
.0

0

0
.1

0

0
.2

0

0
.3

0

0
.4

0

1
/3

1
/5

1
/1

0
1
/3

0
1
/5

0
1
/8

0
1
/1

0
0

年超過確率

事
業

を
実

施
し

な
い

場
合

①

事
業

を
実

施
し

た
場

合
②

被
害

軽
減

額
③

=①
-②

0

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

1
/3

1
/5

1
/1

0
1
/3

0
1
/5

0
1
/8

0
1
/1

0
0

被害額(百万円)

残
事

業
の

費
用

対
効

果
分

析

■
計

画
規

模
（

年
超

過
確

率
1
/
1
0
0）

を
最

大
と

し
て

６
ケ

ー
ス

検
討

■
年

平
均

被
害

軽
減

期
待

額
約

２
.
５

億
円

頻
度

少
な

い
頻

度
多

い

被
害

額
小

被
害

額
大（
単

位
：
百

万
円

）

①
便

益
の

算
出

方
法

年
平

均
被

害
軽

減
期

待
額

事
業
を
実
施

し
な
い
場
合

①

事
業
を
実
施

し
た
場
合

②

被
害
軽
減
額

（
①
-②

）

③

1/
3

0.
33
3

0
0

0
--
-

--
-

--
-

--
-

1/
5

0.
20
0

27
9

0
27
9

14
0

0.
13
3

19
19

1/
10

0.
10
0

1,
06
8

1
1,
06
8

67
3

0.
10
0

67
86

1/
30

0.
03
3

2,
13
2

3
2,
12
9

1,
59
8

0.
06
7

10
7

19
2

1/
50

0.
02
0

2,
58
8

3
2,
58
5

2,
35
7

0.
01
3

31
22
4

1/
80

0.
01
3

2,
68
2

14
2,
66
8

2,
62
6

0.
00
8

20
24
4

1/
10
0

0.
01
0

2,
86
5

13
5

2,
73
1

2,
69
9

0.
00
3

7
25
0

年
平
均
被
害
額

④
×
⑤

年
平
均
被
害
額
の
累
計

＝
年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額

被
害
額

区
間
平
均

被
害
額

④

区
間
確
率

⑤
年
超
過
確
率

－ 16 －



1
,
0
0
0

8
0
0

6
0
0

4
0
0

2
0
00

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,
0
0
0

H
2
8

H
3
0

H
3
2

H
3
4

H
3
6

H
3
8

H
4
0

H
4
2

H
4
4

H
4
6

H
4
8

H
5
0

H
5
2

H
5
4

H
5
6

H
5
8

H
6
0

H
6
2

H
6
4

H
6
6

H
6
8

H
7
0

H
7
2

H
7
4

H
7
6

H
7
8

H
8
0

H
8
2

便
益

（
各

年
度

価
格

）

建
設

費
（

各
年

度
価

格
）

維
持

管
理

費
（

各
年

度
価

格
）

便
益

（
現

在
価

値
化

）

建
設

費
（

現
在

価
値

化
）

維
持

管
理

費
（

現
在

価
値

化
）

便益（B）
（年平均被害軽減期待額）

費用（C）
（建設費+維持管理費）（

百
万

円
）

整
備

期
間

(
4
年

)
完

成
後

の
評

価
期

間
(
5
0
年

)

210

維
持

管
理

費

維
持

管
理

費
（

現
在

価
値

化
）

費用（C）
（維持管理費）

（
百

万
円

）

維
持

管
理
費

拡
大
図

■
便
益
の
整
理

・
①
で
算
出
し
た
評
価
期
間
中
に
発
現
す
る

便
益
を
、
社
会
的
割
引
率
(
４
％
)
で
割
り
引
い
た
上
で
集
計

・
評
価
期
間
後
に
生
じ
る
残
存
価
値
を
算
定

■
費
用
の
整
理

・
今
後
見
込
ま
れ
る
事
業
費
、
維
持
管
理
費

に
つ
い
て
は

社
会

的
割

引
率

（
４

％
）
に

よ
っ

て
割

り
引

い
た

上
で

集
計

②
費

用
便

益
比

（
Ｂ

／
Ｃ

）
の

算
出

残
事

業
の

費
用

対
効

果
分

析

評
価
基
準
年
度
:
H
2
8

項
　

目
残

事
業

便
益

(B
1
)

4
7
億

円

残
存

価
値

(B
2
)

0
.2

億
円

総
便

益
(B

=
B

1
+
B

2
)

4
7
億

円

建
設

費
(C

1
)

1
7
億

円

維
持

管
理

費
(C

2
)

0
.2

億
円

総
費

用
(C

=
C

1
+
C

2
)

1
7
億

円

便
益

費
(B

/
C

)
2
.8

－ 17 －



残
事

業
の

費
用

対
効

果
分

析

③
事

業
の

効
果

■
事
業
の
実
施
に
よ
り
、
昭
和
4
7
年
7
月
洪
水

（
年
超
過
確
率
1
/
4
0
程
度
）
と
同
規
模
の
洪
水
が
発
生
し
た
場
合
で
も
、
家
屋
の
浸
水
被
害
を
防
止
で
き
る
。

●
事

業
実

施
後

●
事

業
実

施
前

項
目

土
地
利
用
一
体
型
水
防
災
事
業

軽
減
分

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

被 害 状 況

床
上
浸
水

2
7
戸

0
戸

2
7
戸

床
下
浸
水

0
戸

0
戸

0
戸

浸
水
面
積

3
h
a

0
h
a

3
h
a

：
事

業
範

囲

江
の

川
江

の
川

S
4
7
.7

規
模

(年
超

過
確

率
1
/
4
0
程

度
)の

洪
水

が
発

生
し

た
場

合

：
事

業
範

囲
：
H
27

年
度

末
完

成
範

囲

－ 18 －



87

0
010203040506070809010
0

電
力

停
止

に
よ

る
影

響
人

口

整
備

前

整
備

後

貨
幣

換
算

が
困

難
な

効
果

等
に

よ
る

評
価

浸
水
に
よ
り
停
電
が
発
生
す
る
住
宅
等
の
居
住
者
数
を
推
計
す
る
。

・
浸
水
深
7
0
c
m
で
コ
ン
セ
ン
ト
（
床
高
5
0
c
m
＋
コ
ン
セ
ン
ト
設
置
高
2
0
c
m
）
に
達
し
、
屋
内
配
線
が

停
電
す
る
。

・
浸
水
深
1
0
0
c
m
以
上
で
、
地
上
に
設
置
さ
れ
た
受
変
電
設
備
（
6
,
6
0
0
V
等
の
高
圧
で
受
電
し
た
電

気
を
使
用
に
適
し
た
電
圧
ま
で
降
下
さ
せ
る
設
備
）
及
び
地
中
線
と
接
続
さ
れ
た
路
上
開
閉
器
が

浸
水
す
る
た
め
、
集
合
住
宅
等
の
棟
全
体
が
停
電
す
る
場
合
が
あ
る
。

・
浸
水
深
3
4
0
c
m
以
上
で
、
受
変
電
設
備
等
の
浸
水
に
よ
り
棟
全
体
が
停
電
と
な
ら
な
い
集
合
住
宅

に
お
い
て
は
、
浸
水
深
に
応
じ
て
階
数
毎
に
停
電
が
発
生
す
る
。

「
電
力
が
停
止
す

る
浸
水
深
」

の
考
え
方

■
「
水
害
の
被
害
指
標
分
析
の
手
引
き
」
に
準
じ
て
河
川
整
備
に
よ
る
「
人
的
被
害
」
と
「
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
停
止
に
よ
る
波
及
被
害
」
の
軽
減
効
果
を
算
定

■
昭
和

4
7
年

7
月
洪
水
（
年
超
過
確
率

1
/
4
0
程
度
）
と
同
規
模
の
洪
水
が
発
生
し
た
場
合
、

・
川
平
地
区
で
死
者
数
は

3
人
（
避
難
率

4
0
%
）
と
想
定
さ
れ
る
が
、
事
業
実
施
に
よ
り
解
消
さ
れ
る

・
川
平
地
区
で
電
力
停
止
に
よ
る
影
響
人
口
は

8
7
人
と
想
定
さ
れ
る
が
、
事
業
実
施
に
よ
り
解
消
さ
れ
る

浸
水

に
よ
る
想
定
死
者
数
を
避
難
率
別
に
推
計
す
る
。

・
計

算
メ
ッ
シ
ュ
ご
と
に
、
年
齢
別
（
6
5
歳
以
上
、
未
満
）
、
居
住
す
る
住
宅
の
階
数
別
（
1
階
、
2
階

、
3
階
以
上
）
に
分
類

し
た
人
口
に
危
険
度
を
乗
じ
た
値
の
総
和
か
ら
想
定
死
者
数
を
算
出
す
る
。

・
既

往
水
害
に
お
け
る
避
難
率
は
大
き
な
幅
が
あ
る
た
め
、
避
難
率
は
0
%
、
4
0
%
、
8
0
%
の
3
つ
の
ケ
ー
ス

を
設
定
す
る
。

「
想
定
死
者
数
」

の
考
え
方

想
定

死
者

数

（
整

備
前

）
（
整

備
後

）

電
力

停
止

に
よ

る
影

響
人

口

（
整

備
前

）
（
整

備
後

）

S
4
7
.7

洪
水

規
模

(年
超

過
確

率
1
/
4
0
程

度
) 

に
お

け
る

想
定

死
者

数

S
4
7
.7

洪
水

規
模

(年
超

過
確

率
1
/
4
0
程

度
) 

に
お

け
る

電
力

停
止

に
よ

る
影

響
人

口

5

3

1

0
0

0
0123456

避
難

率
＝
0％

避
難

率
＝
40

％
避

難
率

＝
80

％

想
定

死
者

数
整

備
前

整
備

後
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■
完
成
ブ
ロ
ッ
ク
（A

・B
ブ
ロ
ッ
ク
）に

お
い
て
は
、
島
根
県
企
業
局
が
実
施
す
る
江
津
地
域
拠
点
工
業
団
地
の
開
発
に
よ
り
発
生
す
る
残
土
を
、
川
平
地
区
の
土

地
利
用
一
体

型
水
防
災
事
業
の
築
堤
盛
土
に
再
利
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
約
5
,2
0
0
万
円
の
コ
ス
ト縮

減
を
図
っ
た
。
残
り
の
C
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
い
て
も
、
引
き
続
き
、
工
業

団
地
開
発
事
業
と
の

調
整
に
よ
り
、
コ
ス
ト縮

減
を
図
っ
て
い
く
。

コ
ス

ト
縮

減
や

代
替

案
立

案
等

の
可

能
性

築
堤

盛
土

へ
の

有
効

利
用

築
堤

盛
土

の
状

況

築
堤
盛
土
に
残
土
を
有
効
利
用

JR
三
江
線

江
津
地
域

拠
点
工
業

団
地

開
発

事
業

箇
所

土
地

利
用

一
体

型
水

防
災

事
業

（
川

平
地

区
）

開
発
事
業
で
発
生
し
た
残
土
を
築
堤
盛

土
に
有
効
利
用
す
る
。

－ 20 －
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コ
ス

ト
縮

減
や

代
替

案
立

案
等

の
可

能
性

■
土
地
利
用
一
体
型
水
防
災
事
業
の
代
替
案
と
し
て
、
堤
防
方
式
に
よ
る
事
業
費
を
算
定
し
た
。

■
堤
防
方
式
の
方
が
堤
防
延
長
が
長
く
必
要
な
堤
防
敷
地
も
広
く
な
り
、
軟
弱
地
盤
対
策
を
実
施
す
る
面
積
も
大
き
く
な
る
た
め
、
土
地
利
用
一
体
型
水
防
災
事

業
の
事
業
費
に
比
べ
約
1
1
億
円
高
価
と
な
る
。

凡
例

対
象
家
屋
（

3
7
戸
）

堤
防
法
線

堤
防

方
式

（
代

替
案

）

凡
例

宅
地
等
嵩
上
部
分

堤
防
法
線

A
-A

断
面

イ
メ

ー
ジ

図

A’
-A
’断

面
イ

メ
ー

ジ
図

江
の

川

江
の

川

A
’

A
’

A

A

A
ブ

ロ
ッ

ク
B

ブ
ロ

ッ
ク

C
ブ

ロ
ッ

ク

A
ブ

ロ
ッ

ク
B

ブ
ロ

ッ
ク

C
ブ

ロ
ッ

ク

土
地

利
用

一
体

型
水

防
災

事
業

（
現

行
）

洪
水

時

堤
防

必
要

敷
地

堤
防

必
要

敷
地

洪
水

時

堤
防

必
要

敷
地

代
替

案
の

比
較

－ 21 －



参
考

：
土

地
利

用
一

体
型

水
防

災
事

業
（
川

平
地

区
）
の

前
回

評
価

時
と

の
比

較

前
回

評
価

（
H
2
5
.9

）
今

回
評

価
備

考

事
業

諸
元

宅
地

嵩
上

げ
：
L
=
8
0
0
m

同
左

事
業

期
間

平
成

1
3
年

度
～

平
成

2
8
年

度
平

成
1
3
年

度
～

平
成

3
2
年

度
・
事

業
期

間
延

伸
４

年
（
関

係
機

関
協

議
、

用
地

補
償

協
議

に
よ

る
）

全
体

事
業

費
4
5
億

円
（
消

費
税

含
む

）
4
5
億

円
（
消

費
税

含
む

）

総
便

益
（
B
）

6
3
億

円
（
消

費
税

含
む

）
5
4
億

円
（
消

費
税

控
除

）

・
資

産
デ

ー
タ

の
更

新
国

勢
調

査
(
前

回
と

同
じ

Ｈ
2
2
)

経
済

セ
ン

サ
ス

（
H
2
1

→
 H

2
4
）

・
各

種
資

産
評

価
単

価
の

更
新

（
H
2
4
.2

→
H
2
8
.3

）
・
評

価
時

点
の

変
更

（
H
2
5
→

H
2
8
）

・
事

業
期

間
の

延
伸

（
４

年
）

・
今

回
評

価
で

は
消

費
税

を
控

除
（
※

1
）

総
費

用
（
C
）

4
5
億

円
（
消

費
税

含
む

）
4
5
億

円
（
消

費
税

控
除

）

・
評

価
時

点
の

変
更

（
H
2
5
→

H
2
8
）

・
事

業
期

間
の

延
伸

（
4
年

）
・
今

回
評

価
で

は
消

費
税

を
控

除
（
※

2
）

費
用

便
益

比
（
B
/
C
）

1
.4

1
.2

◆
前

回
評

価
時

と
の

比
較

※
1
：
「
各

種
資

産
評

価
単

価
及

び
デ

フ
レ

ー
タ

ー
（
平

成
2
8
年

3
月

改
正

）
」
に

よ
り

消
費

税
を

控
除

※
2
：
平

成
2
8
年

4
月

5
日

事
務

連
絡

「
費

用
便

益
分

析
の

費
用

算
定

に
お

け
る

消
費

税
の

取
り

扱
い

に
つ

い
て

（
通

知
）
」
に

基
づ

き
消

費
税

を
控

除

－ 22 －



参
考

：
土

地
利

用
一

体
型

水
防

災
事

業
（
川

平
地

区
）
の

費
用

対
効

果
分

析
（
感

度
分

析
）

残
事

業
費

、
残

工
期

、
資

産
を

個
別

に
±

10
％

変
動

さ
せ

て
、

費
用

便
益

比
（
B

/C
）
を

算
定

し
、

感
度

分
析

を
行

っ
た

。

費
用

便
益

比
（
Ｂ

／
Ｃ

）

基
本

残
事

業
費

残
工

期
資

産

+
1
0
%

-
1
0
%

+
1
0
%

-
1
0
%

+
1
0
%

-
1
0
%

全
体

事
業

1
.2

1
.1

1
.2

1
.2

1
.2

1
.3

1
.1

残
事

業
2
.8

2
.5

3
.1

2
.7

2
.9

3
.1

2
.5
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江の川下流土地利用一体型水防災事業（川平地区）

〔島根県への意見照会と回答〕
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（別紙）

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

江の川下流土地利用一体型水防災事業
（川平地区）

継続

一般国道９号 三隅・益田道路 継続

■ご意見の送付期限　：　平成２８年１０月６日（木）までにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　※様式自由

■送付先・お問い合わせ先

　　中国地方整備局　企画部企画課

　　　　　課長補佐　藤原　（内線：３１５３）

　　　　　施策分析評価係長　藤野　（内線：３１８６）

　　ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表）

　　ＦＡＸ：０８２－２２７－２６５１

　　〒730-8530　広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る対応方針（原案）を
　作成するためのものです。
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